
 

 

   要介護高齢者等手当支給事業の改正について     

 

 

【改正の内容】 

今日まで、在宅の要介護高齢者とその介護者を支援するため本事業を実施してまい

りました。包括外部監査の意見（事業内容の見直し）及び公開事業点検の結果（事業

の廃止）を受け、多くの方々のご意見を伺い検討を重ねた結果、本事業を廃止とする

のではなく、継続していくために支給対象者等を見直すことといたしました。その一

部改正案を平成２２年１２月議会に上程し、厳正な審議の結果可決されました。改正

後の条例は平成２３年４月から施行予定でございます。 

改正の内容、その理由につきましては下記のとおりでございます。ぜひご一読いた

だき、ご理解ご協力いただきますようお願いいたします。 

 

○支給対象者の見直し 

他市においては、同様の事業を実施している県内人口 20 万人超の８市中７市、中

核市１１市全てが要介護高齢者又は介護者どちらか一方に対してのみ支給となって

おります。アンケート等でいただいたご意見の中には、どちらか一方でよい、介護者

が本当に毎日介護しているかあいまい、要介護高齢者本人には必要ないといった意見

もみられました。 

 

⇒介護者への支給を廃止して要介護高齢者のみ支給とします。 

介護者がいない要介護高齢者の方も多くいらっしゃいます。また、介護者の介護

の実態を把握することは難しく客観的な要件を設定することは容易ではありませ

ん。要件が明確な要介護高齢者を対象とすることでより公平性が保てると考え、要

介護高齢者のみ支給といたしました。 

 

 

○支給額の見直し 

他市においては、同様の事業を実施している県内人口 20 万人超の８市中６市、中核

市１１市中６市が 5,000 円以下の支給額となっております。アンケート等でいただい

たご意見の中には、減額してもいいから継続してほしい、逆に増額してほしいといっ

た意見もみられました。 

 

⇒要介護高齢者への支給額を 6,000 円から 8,000 円に引きあげます。 

 手当を介護サービスの自己負担に充てているという受給者も多く、介護者分の手

当がなくなることによる経済的負担の増加は否めません。要介護高齢者の支給額を

増額することで、負担増加をいくばくかでも軽減したいと考えました。 

 



 

 

 

○支給要件の見直し 

⇒介護付き有料老人ホーム及びグループホームに入居されている方は支給対

象外となります。 

   介護保険ではグループホームや介護付き有料老人ホームは居宅サービスとして

位置づけられております。したがって本事業においても在宅とみなし手当を支給し

ておりました。しかしながら、施設サービスと特定施設入居者生活介護（介護付き

有料老人ホーム等）と認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の介護保険給

付額にはあまり差がなく、施設サービスと同様に介護サービスが提供されており、

在宅の方と同様に手当を支給することは、在宅の方を支援するという本事業の目的

にそぐわないため、支給対象者から除くことといたしました。 

  

【見直しに至った経緯】 

○過去の延支給者数及び支給総額の推移 

 延支給者数  支給総額 

平成１７年度 ３０，７２５人 １９１，４９３，０００円 

平成１８年度 ３３，７１１人 ２１０，０７９，０００円 

平成１９年度 ４０，３８９人 ２５１，６４６，５００円 

平成２０年度 ４５，１１４人 ２８０，９６４，０００円 

平成２１年度 ４７，２４７人 ２９４，２０６，０００円 

 

○今後 5年間の延支給者数及び支給総額の予想推移 

 延支給者数  支給総額 

平成２２年度 ５１，４０４人 ３２０，０９１，５００円 

平成２３年度 ５４，７９６人 ３４１，２１３，５００円 

平成２４年度 ５９，０６９人 ３６７，８２１，５００円 

平成２５年度 ６３，２６２人 ３９３，９３１，０００円 

平成２６年度 ６６，９９４人 ４１７，１７０，０００円 

 

本事業は、要介護認定が３から５の在宅の高齢者およびその介護者を対象に、平成１

２年４月１日の介護保険法施行と合わせて、平成１２年度から実施してきております。 

初年度の支給額は、要介護高齢者延 8,219 人、介護者延 6,524 人に対して、合わせて

9,172 万円でした。現制度をこのまま継続した場合、平成２６年度の支給額は、要介護

高齢者及び介護者を合わせて延 66,994 人に対して、4 億 1,717 万円にものぼり、事業そ

のものを支えていくことが非常に難しい状況となります。 

 

 

 



 

 

○外部有識者、関係者等のご意見 

 

☆平成２０年度の包括外部監査 

包括外部監査とは、市の財政状況を外部有識者が客観的に判断し、改善を求める制

度です。この包括外部監査から「要介護高齢者等手当支給事業に関して、対象者及び

支給金額ともに増加していく。要介護高齢者等にとっては有効な制度であるが、経済

性の観点から今後の利用状況と財政負担とを踏まえて今後の事業内容をどのような

形で継続していくのか検討していく必要がある。」との意見をいただきました。 

 

☆平成２２年７月 公開事業点検 

７月２４日、市民会館で公開事業点検を実施しました。点検人は、大学教授、公認

会計士、他市職員、市民公募の方で構成されています。点検結果は「廃止」４名、「見

直して継続実施」２名となり、多数決で「廃止」すべきとなりました。主な意見とし

ては、「事業の目的・効果があいまいである、支給対象者の見直しが必要である」と

いうものでした。ただし、「制度を廃止するにあたっては、条例改正に向け十分な議

論や市民への周知が必要」との前提条件が付けられました。 

 

 ☆平成２２年８月 アンケート等実施 

市内６１か所の居宅介護支援事業所及び無作為に抽出した手当受給者300名を対象

にアンケート調査をおこないました。アンケート等でいただいたご意見の多くは継続

を求めるものでした。 

 また、川越市自治会連合会の２２支会長及び川越市民生委員児童委員協議会連合会

の２２地区会長のご意見を伺いました。支給対象者をいずれか一方にする、支給金額

を減額するなどの見直しを行った上で事業を継続していくべきとのご意見をいただ

きました。 

 

 


